
平成２１年度国内クレジット制度にかかる各種支援施策

１．２１年度ソフト支援の内容

（１）排出削減診断支援（無料省エネ診断）
国内クレジット制度における排出削減ポテンシャルを診断するための省エネ診断を無料で実施。

（２）排出削減事業計画（新規の排出削減方法論も含む）等の無料作成支援
排出削減事業計画（新規の排出削減方法論も含む）及び排出削減実績報告書の作成を無料で支援

【ソフト支援】

◆２０年度補正予算に引き続き、２１年度当初予算でも「ソフト支援」を実施（２１年度ソフト支援
実施機関として１３機関を選定（別紙参照））
◆「ハード支援」も引き続き実施中
◆日本政策金融公庫による低利貸付を実施

別添５

排出削減事業計画（新規の排出削減方法論も含む）及び排出削減実績報告書の作成を無料で支援。
※計画作成支援においては、マッチング（国内クレジッ トの売り手・買い手両者の発掘・確定）に係る費用の支援を含む。

（３）排出削減事業計画等の審査費用等支援
排出削減事業計画の審査費用及び排出削減実績報告書の確認費用を支援。

２．２１年度ソフト支援事業における支援内容拡充のポイント

○ 審査費用支援における半額条件の撤廃（「５０万円を上限として半額支援」（２０年度）→「５０万円を上限に支援」（２１年度））

○ 排出削減実績報告書の無料作成支援及び確認費用支援（「１５万円を上限に支援」）を新規に追加

○ 排出削減事業計画作成支援におけるマッチング（国内クレジットの買い手・売り手の発掘・確定）に係る費用の支援を新規に追加

＜参考：平成２０年度補正予算事業の結果＞

（１）支援件数 （２）予算執行額

無料省エネ診断 ・・・ ９８６件 約４．９億円（総額：約５．２億円、執行率：約95%）

排出削減事業計画作成支援 ・・・ ３５７件

排出削減事業計画審査費用支援 ・・・ ６３件
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１．支援内容

先進的な排出削減設備導入を行う中小企業を対象に、当該設備導入に伴う排出削減にかかるデータを国に提供することを条件に、
当該設備導入に係る費用の一部（1/2又は1/3）を支援。

２．これまでの予算額（支援件数）

平成21年度：606百万円、平成20年度：673百万円（39件）、平成19年度：399百万円（27件）、平成18年度：350百万円（17件）

３．平成２１年度事業

８月下旬を目処に公募開始予定。

【ハード支援】

【日本政策金融公庫による貸付】

１．支援内容１．支援内容

国内クレジット制度を活用する中小企業や温室効果ガスの排出削減に取り組む中小企業を対象に、排出削減設備の取得に必要な
設備資金及び当該設備の運用に必要な運転資金を日本政策金融公庫が貸付。

２．貸付条件

（１）貸付限度額

日本政策金融公庫（中小企業事業）

設備資金 ７億２，０００万円（うち長期運転資金 ２億５，０００万円）

（２）貸付利率

基準利率（平成２１年７月１０日現在：１．８５％（貸付期間５年以内の場合））

（但し、排出削減効果が２５％以上見込まれる設備であって、国内クレジット制度を活用するものにあっては特別利率②（平成２１年７
月１０日現在：１．２０％（貸付期間５年以内の場合） ）が適用）

（３）貸付機関

設備資金 １５年以内（長期運転資金 ７年以内（うち据置期間２年以内））
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【別紙】ソフト支援実施機関一覧（１３機関）

○日本商工会議所

担当部署：産業政策第二部（担当：岡本）
ＴＥＬ：０３－３２８３－７８３６（直通）
ＦＡＸ：０３－３２１３－８７１６
E-mail：sangyo2@jcci.or.jp

○全国中小企業団体中央会

担当部署：政策推進部（担当：大谷）
ＴＥＬ：０３－３５２３－４９０２（直通）
ＦＡＸ：０３－３５２３－４９０９
E-mail：otani@mail.chuokai.or.jp

○株式会社あらたサステナビリティ認証機構

○テス・エンジニアリング株式会社

担当部署：東京支店営業部（担当：松本）
ＴＥＬ：０３－３５５２－３６０１（直通）
ＦＡＸ：０３－３５５２－３６０５
E-mail：matsumoto@tess-eng.co.jp

○株式会社日本環境取引機構

担当部署：事業企画部（担当：尾崎）
ＴＥＬ：０３－３５２７－９５８１（直通）
ＦＡＸ：０３－３２７７－２３８８
E-mail：soft_shien@jctx.jp

○株式会社日本総合研究所

○株式会社山武

担当部署：ビルシステムカンパニー・
マーケティング本部
環境マーケティング部（担当：福田）

ＴＥＬ：０３－６８１０－１１１０（直通）
ＦＡＸ：０３－５７９６－０７９５
E-mail：fukuda-kazunari@jp.yamatake.com

○横河電機株式会社

担当部署：グローバル省エネ・
環境保全センター（担当：平塚）

ＴＥＬ：０４２２－５２－５９５１（直通）
ＦＡＸ：０４２２－５２－８０５４
E mail：kouhei hiratsuka@jp yokogawa com○株式会社あらたサステナビリティ認証機構

担当部署：（担当：石川）
ＴＥＬ：０３－６８５８－００８０（代表）
ＦＡＸ：０３－６８５８－００８１
E-mail：as.cert@jp.pwc.com

○株式会社イースクエア

担当部署：カーボンオフセット事業部（担当：及川）
ＴＥＬ：０３－５７７７－６７３０（代表）
ＦＡＸ：０３－５７７７－６７３５
E-mail：oikawa@e-squareinc.com

○昭光通商株式会社

担当部署：企画開発部
新規開発グループ（担当：野口）

ＴＥＬ：０３－３４５９－５０５６（直通）
ＦＡＸ：０３－３４５９－５１４６
E-mail：mt-noguchi@shoko.co.jp

○株式会社日本総合研究所

担当部署：総合研究部門（担当：高村）
ＴＥＬ：０３－３２８８－４１８７（直通）
ＦＡＸ：０３－３２８８－６３４９
E-mail：takamura.shigeru@jri.co.jp

○日本テピア株式会社

担当部署：テピア総合研究所（担当：住山）
ＴＥＬ：０３－５８５７－４８６２（直通）
ＦＡＸ：０３－５８５７－４８６３
E-mail：sumiyamamt@tepia.co.jp

○みずほ情報総研株式会社

担当部署：環境・資源エネルギー部
エネルギーチーム（担当：田原）

ＴＥＬ：０３－５２８１－７５８８（直通）
ＦＡＸ：０３－５２８１－５４６６
E-mail：kokunai_credit@mizuho-ir.co.jp

E-mail：kouhei.hiratsuka@jp.yokogawa.com

○株式会社四電技術コンサルタント

担当部署：電機部（担当：中川）
ＴＥＬ：０８７－８８７－２３３０（直通）
ＦＡＸ：０８７－８４５－５０２０
E-mail：y-nakagawa@yon-c.co.jp
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